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週刊マーケットレター（2021 年４月 26 日週号、No.756） 

                            2021 年４月 25 日 

                          曽我 純 

 

■主要マーケット指標 

国民の命よりもオリンピックが大事な菅首相 
政府は 23 日、３度目の緊急事態宣言を４都府県に出した。期間は今月 25 日から来月の

11 日までのたったの 17日間である。過去２回の緊急事態の期間に比べれば相当短い。報道

によれば、５月 17日ごろに IOC のトーマス・バッハ会長の来日が予定されているからだと

言われている。２度の緊急事態宣言を振り返ってみても、期間はいずれも延長され、解除さ

れたのは、昨年の第１回目では１カ月半後、今年１月の第２回目は２カ月半近くを要してい

る。こうした経緯から予測すれば、今回の緊急事態宣言が解除されるのは６月下旬から７月

為替レート ４月 23 日（前週末） １ヵ月前 2020 年末 

  円ドル 107.91(108.77) 108.56 103.24 

 ドルユーロ 1.2099(1.1983) 1.1849 1.2213 

 ドルポンド 1.3874(1.3830) 1.3750 1.3673 

 スイスフランドル 0.9134(0.9200) 0.9338 0.8851 

短期金利（３ヵ月物） 

 日本 -0.06950(-0.07233) -0.07383 -0.08250 

 米国 0.18138(0.18825)  0.20063  0.23838 

 ユーロ -0.54329(-0.54471) -0.54871 -0.56629 

 スイス -0.74500(-0.75180) -0.75420 -0.76380 

長期金利（10 年債） 

 日本   0.065(0.085)  0.075  0.020 

 米国      1.56(1.58) 1.62 0.91 

 英国      0.74(0.76) 0.75 0.19 

 ドイツ -0.26(-0.27) -0.36 -0.58 

株 式 

 日経平均株価 29020.63(29683.37)  28995.92 27444.17 

 TOPIX 1914.98(1960.87)   1971.48  1804.68 

 NY ダウ 34043.49(34200.67)  32423.15 30606.48 

 S&P500 4180.17(4185.47)   3910.52  3756.07 

  ナスダック 14016.80(14052.34)  13227.69 12888.28 

 FTSE100（英） 6938.56(7019.53)   6699.19     6460.52 

 DAX（独） 15279.62(15459.75)  14662.02 13718.78 

商品市況（先物） 

 CRB 指数 196.05(193.21) 184.50 167.79 

 原油（WTI、ﾄﾞﾙ/ﾊﾞﾚﾙ） 62.14(63.13) 57.76  48.52 

 金（ﾄﾞﾙ/ﾄﾛｲｵﾝｽ） 1777.8(1780.2) 1725.1 1895.1 
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上旬ではないだろうか。今回の宣言はオリンピックだけに焦点を当てており、菅首相の唯我

独尊、国民の生活や生命よりもオリンピックが大事な姿勢が如実に表れている。 

緊急事態宣言を出すとき、菅首相は専門家の意見を聞いた上で判断すると常々言ってい

るが、どうなのだろうか。専門家も現実を直視し、政治家におもねることなく、直言したの

であろうか、はなはだ疑問である。 

昨年４月７日に最初の緊急事態宣言を出したが、当初は５月６日までの 1カ月であった。

だが、対象範囲も 7都府県から４月 16日には全国に拡大され、１都３県と北海道が解除さ

れたのは５月 25 日であり、解除は当初よりも大幅に遅れた。昨年４月７日の感染者数は 377

人だったが、今回と同じ 17 日間を当てはめた４月 23 日には 445 人であり、宣言当日の７

日（377 人）を上回っている。 

第２回目の今年１月８日に出された緊急事態宣言で適用されたのは１都３県だったが、

同 13 日には７府県が追加された。大阪等７府県は２月 28 日に解除されたが、１都３県が

解除されたのは３月 21 日であり、当初の期間よりも 1 カ月半も長くなった。1 月８日の感

染者数は 8,045 人だったが、16 日後の 1月 24 日は 3,988 人とまだ十分に感染は抑え込まれ

ていなかった。感染者数の７日間平均は大阪等６府県が解除された翌日の３月１日を底に

拡大に転じている。東京など１都３県では緊急事態宣言下にあったにもかかわらず、感染者

は増加しつつあったのだ。 

変異ウイルスが拡大しているときに、大阪などが早々と緊急事態宣言を解除したことが、

感染者の拡大を招いたことは間違いないだろう。こうした過去２回の緊急事態宣言を真摯

に受け止めるならば、今回の短期間の宣言はいかにも現実離れしているといえる。過去の経

験がまったく生かされていない。これではウイルス禍ではなく、人災といえる。 

大阪と兵庫の最大の問題は病床が逼迫していることである。新型コロナが発生してから

いままで一番問題になっていたことだが、1年経過しても改善には程遠いのだ。 

OECD のデータによれば、1000 人当たりのベッド数は G7 のなかでは日本が 12.98 と最も

多く、最低はイギリスの 2.46 である。これだけベッドがあるにもかかわらず、重症者のベ

ッドは満杯になり、治療に支障を来すほどになっている。その原因はベッドに比べて医者や

看護師などのスタッフが少ないことに起因しているのだ。 

1000 人当たりの医者の数では日本は 2.49 人であり、米国の 2.61 人よりも少なく、G7で

最低なのだ。最高はドイツの 4.31 人である。次に、看護師とベッドの関係（看護師・ベッ

ド比率）をみると、日本の比率は 0.60 と最下位であり、米国は 2.84 とイギリスの 3.09 に

次いで上から２番目である。日本は医者も看護師も少なく、ベッドだけが多いという歪な医

療体制となっている。 

ベッドだけたくさんあっても、患者の面倒をみる医者や看護師がいなくては、特に重症者

を受け入れることはできない。日本の医療体制はバランスが悪いことに尽きる。軽症者など、

それほど人手を必要としない患者の増加には、ベッドがあれば対処できるけれども、重症者

が次々に運び込まれる事態に陥ることになれば、そこに多くの医者や看護師を張り付けな
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ければならず、医者や看護師不足が深刻になり、挙句の果て、お手上げになり、患者を受け

入れることができなくなる。 

医者や看護師を急ごしらえすることはできず、新型コロナの重篤者が急増することにな

れば、日本の医療は崩壊することになる。大阪などでは患者のたらい回し、長時間待機など

すでに行き詰まっている。 

新型コロナ感染者は増加しないかもしれないし、急増するかもしれず、予測は不可能であ

る。米国や欧州のような感染拡大になれば、日本では病院で治療を受けることもかなわず、

悲惨な状態に陥ることになるだろう。 

病院のベッド数と医療スタッフを大まかに見ただけで、日本の医療体制はなにも起こら

ない平穏なときには、それなりに機能するけれども、今回のように突然、深刻な症状の患者

が多数発生したときには、非常に脆いということが露呈した。入院させ、検査をし、薬を多

量に投与するという本来の医療行為からかなり逸脱した日本独自の医療の仕組みを根本的

に変えなければ、危機への対応はできないのである。 

こうした脆弱な医療体制を前提にすれば、新型コロナ対策といっても、できることは感染

者を極力出さず、医療への負担を少なくする方法しかない。感染者を減らすには、人に会う

機会を減らし、一人で過ごす時間を長くすることなのだ。一人暮らしを楽しくする術がなけ

れば、孤独になかなか耐えられない人も出てくるだろう。 

新型コロナウイルスはいつまでも暴れることはなく、いずれ弱毒化することは間違いな

い。それまで人間はおとなしく、静かに暮らさざるを得ない。ウイルスが悪いのではなく、

人間の飽くなき欲望が、新型コロナウイルスを招いたのだから。 

金の匂いがすれば世界の果てまで進出し、根こそぎ収奪するという浅ましい数々の蛮行

を重ねてきた結果なのだ。静かにしていたウイルスを目覚めさせ、人の移動と共に、瞬く間

に世界中にウイルスを拡散させたのである。 

ワクチン接種に躍起になっているが、これとて大国が金の力によって、生産と供給を独占

しているではないか。民主主義や専制主義に関係なく、国家と巨大資本が結びつく事例を目

の当たりに見た。WHO などの国連機関がワクチンを管理し、配分するといった公平性を確保

できる方法がなぜ取れなかったのだろうか。 

菅首相はファイザー社との話の内容をつまびらかにしていないが、数量や購入金額など

を国民に開示すべきだ。おそらくべらぼうに高い値段での購入だろう。接種に関してもその

場を取り繕うだけであり、説明は常に曖昧である。すべてが曖昧なまま進行し、曖昧だから、

結果については、だれも責任を取らない無責任体制が、新型コロナ禍でも貫徹されている。 

今度のワクチンは新方式で短期間に作られたものであることから、どのような副作用が

出てくるかわからない。ワクチン接種がウイルスに対する正しい対応かどうかを判断する

には長期の観察が必要ではないか。発生から超短期でワクチンが開発され、使用されるケー

スは今までにない。それにウイルスが対抗し、さまざまな変異を繰り返し、生き残りを図る

ようにも、思える。そうなれば、事態は数段深刻になる。 


